
茨城県 河内町

平成２７年度

行政改革推進事項実績報告書
～河内町新行政改革大綱～



○推進について

新行政改革大綱は、これまでの行政改革大綱での推進事項を継承しつつ、

平成２７年度から期間は定めずに推進します。ただし、社会情勢の変化等

に応じて、随時見直しを図るものとします。

○基本方針

①自立的、持続的な財政基盤の確立

【重点的推進事項】

（１）補助金の整理合理化

（２）税金等の徴収率向上

（３）業務委託等の見直し

１ 委託契約業務の効率化

２ 民間企業等への委託推進

３ OA機器、電算システム使用料・賃借料の見直し

②時代に即応した組織体制と人材の育成

【重点的推進事項】

（１）事務事業の再編・整理、廃止・統合

（２）定員適正化の推進

１ 定員適正化

２ 臨時職員の効果的な雇用の推進

（３）職員の能力開発の推進

＊【重点的推進事項】

新行政改革大綱で、今後特に重点的に推進する事項です。

＊【推進事項】

新行政改革大綱では、これまでの行政改革大綱での推進事項を継承し

ているため、第3次行政改革大綱に掲げられた推進事項についても継続

して推進します。



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

（１）補助金の整理合理化

　行政効果などを勘案し効果がないもの、または繰越額を多く出している団体
に対するものなどは、減額または廃止などを踏まえた見直しを検討します。

【重点的推進事項】

①自立的、持続的な財政基盤の確立

平成27年度
【企画財務課】
・予算要求ヒアリング時において検討をしました。

平成27年度
【企画財務課】
・現状を踏まえながら見直しを図ります。

新行政改革大綱で、今後特に重点的に推進する事項です。

企画財務課 全課



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

(2)税金等の徴収率向上

　税金等の納付意識の啓発に努め、納付への早期対応、滞納者の重点整理、
滞納処分の強化に努め、徴収率の向上を図ります。

○平成27年度
【企画財務課】
（平成２８年３月末現在）
・徴収率：９１．１%(前年比＋２．９％)
・滞納処分件数
　　差押：１０２件(前年比＋32件)
　　交付要求：３件(前年比－2件)
　　執行停止：５１件(前年比＋21件)

企画財務課 全課



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

(3)業務委託等の見直し

①委託契約業務の効率化
　各施設設備の保守管理委託等の契約業務を一本化し、事務の効率化と見積
もり比較及び入札により委託経費の削減を図ります。

平成27年度
【企画財務課】
・電算業者との交渉により当初見積額と比較して１０，２９９，０００円の減額をし
ました。【H26年度～ ５年の長期継続契約】

平成27年度
【企画財務課】
・今後、別業者となった場合データの移行が課題となります。

企画財務課 全課



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

(3)業務委託等の見直し

②民間企業等への委託推進
　質の高い行政サービスの提供と行政経費削減を目指すため、更なる民間企
業等の活力導入の可能性を検討します。

平成27年度
【教育委員会事務局】
学校給食業務の民間委託について継続して実施しています（平成１９年１月か
ら）
・委託方式：受託業者自社（調理場）工場による全面調理業務委託
・内容：弁当（主食・副食）、汁物
・経費削減効果（調理経費分　※第２次行革推進期間から継続）
・給食総務費決算額推移
　17年度　55,305,262円
　18年度　54,267,386円
　19年度　32,498,149円
　20年度　32,175,516円
　21年度　28,137,965円
　22年度　30,733,866円
　23年度　31,083,067円
　24年度　29,406,781円
　25年度　29,250,493円
　26年度　31,455,650円
　※２６年度より食数に応じた単価契約から食数にかかわらず年額の契約に変
更
・「美味しい、栄養のある、安全な給食」を目指します。

平成27年度
【教育委員会事務局】
　配食において、冷めてしまう課題があるが、配送時間を遅らせる等の対策を
検討しています。

企画財務課 全課



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

(3)業務委託等の見直し

③OA機器、電算システム使用料・賃借料の見直し
　OA機器及び電算システムについてはその機能の必要性を再検討し、使用
料・賃借料についてはその導入時における見積もり比較及び入札による使用
料・賃借料の徹底した抑制並びに長期継続使用しているOA機器及び電算シス
テムの使用料・賃借料の見直しを行い削減を図ります。

平成27年度
【企画財務課】
　システムのクラウド化により継続的にコストの低減（新システム導入も含む）

平成27年度
【企画財務課】
　今後、別業者となった場合データの移行が課題となります。

企画財務課 全課



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

②時代に即応した組織体制と人材の育成

(1)事務事業の再編・整理、廃止・統合

　事務事業の実施に当たっては、限られた経営資源に留意し、社会情勢等の変
化、行政関与の妥当性、行政効果等の観点から、常に検討と見直しが必要で
す。このため、事務事業の再編・整理、廃止・統合を図り、効率的・効果的な行
政運営を目指します。

平成27年度
【総務課】
　事務事業の再編・整理、廃止・統合について、引き続き検討を行っていきま
す。

総務課 全課



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

(2)定員適正化の推進

①定員適正化
　住民サービスの低下を招くことなく事務事業の見直し、組織機構の再編による
合理化、民間機能の有効的な活用を推進することで職員定数の抑制をします。

平成27年度
【総務課】
・平成２８年４月１日現在職員数：１２６名
・平成２８年４月新規採用者：１名
・平成２８年３月末退職者：５名（定年：２名、勧奨：１名、普通：２名）

総務課



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

(2)定員適正化の推進

②臨時職員の効果的な雇用の推進
　職員配置の適正化を推進するとともに、臨時職員等の効果的な採用を検討す
ることで事務の効率化を図ります。

平成27年度
【総務課】
・平成２８年４月１日現在臨時職員：２０名

【企画財務課】
　緊急雇用創出事業により臨時職員を1人採用し、固定資産の課税適正化業務
を主に担当させ、事務の効率化を図りました。

総務課 全課



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

（３）職員の能力開発の推進

　職務に必要な知識・能力を発揮できる職員を育成し、また積極的に習得した
い職員の意欲に応え、階層別や専門ごとの職場内外での研修を推進します。

平成27年度
【総務課】
１.人事交流の推進
　・実務研修職員の派遣
　　　後期高齢広域連合：１名（Ｈ２５～Ｈ２７年度）
　　　租税債権管理機構：１名（Ｈ２５～Ｈ２６年度）

２.職員研修の充実
　・稲敷地方広域市町村圏事務組合主催
　　　現任課長補佐課程：２名、現任係長課程：２名、新任係長課程：２名
　　　第１部職員課程：３名、新採職員課程：２名
　・茨城県自治研修所
　　　新任課長課程：２名、新任課長補佐課程：５名、新任係長課程：３名
　　　第４部職員課程：２名、文書事務講師養成：１名
　・その他
　　　ビジネスマナー研修：１名
　・庁内
　　　人事評価者研修（評価者研修　課長補佐職以上）
　　　マイナンバー制度に関する研修
　　　個人情報保護制度に関する研修
　　　行政手続法及び行政不服審査法に関する研修

総務課 全課



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

町民の観点に立った行政サービスの推進と適切な接遇の徹底

全課

【推進事項】

新行政改革大綱では、これまでの行政改革大綱での推進事項を継承しているため、第3次行政
改革大綱に掲げられた推進事項についても継続して推進します。

平成27年度
【町民課】
　窓口対応用ローカウンター増設により、お客様の待ち時間短縮、高齢者や小
さいお子様連れの方の各種手続きの負担軽減がされました。

平成27年度
【町民課】
　今後も手続き等について見直しを行いながら住民サービス向上に努めます。

①住民の立場に立った行政運営の確立

(1)窓口等における行政サービスの向上



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

平成27年度
【町民課】
　住民票等、休日交付は需要が尐ないのが現状です。

(２)住民票等の休日交付制度の拡充 

①住民票等の休日交付制度の充実

平成27年度
【町民課】
・住民票：１７件
・印鑑証明書：１４件

町民課



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

②納税関係証明書の休日交付の実施

(２)住民票等の休日交付制度の拡充 

企画財務課

平成27年度
【企画財務課】
・課税証明書：１４件
・納税証明書：１件
・非課税証明書：１件
・評価証明書：１件



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

②効率的な行政運営の確立

(１)企業会計及び特別会計事業の運営効率化　

　企業会計及び特別会計への繰出金の抑制及び事業の効率化の推進（国保・
介護・後期高齢・下水道・上水道）

平成27年度
【町民課】
・保険税収納対策（短期被保険者証、資格証明書の適正な滞納処分の実施）
　　短期被保険者証交付世帯数：７０世帯
　　資格証明書交付世帯数：４２世帯
・医療費適正化対策
　　特定健診受診者数：６８２人

【福祉課】
・介護保険料滞納者へ納入の督促状を送付しました。

【都市整備課】
・下水道未接続者への接続推進戸別訪問を実施：５４件
・下水道使用料滞納者への戸別訪問、相談及び徴収を継続的に実施しました。

【水道課】
・滞納者に対して料金徴収の分納誓約数：92件
・一般会計から企業会計への補助金を減額しました。

町民課、福祉課、都市整備課、水道課 企画財務課



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課全課

(２)住民と協働した行政運営の推進

行政主導の事業運営から住民が自主的かつ自活的に運営できる組織づくりの
推進

平成27年度
【福祉課】
・７月２日：第１回講演会
　　「めざそう健口～かかりつけ歯科医による健康支援」
　　　　　茨城県歯科医師会　会長　森永和男
　　「口は生きる入り口～みんなで楽しく健口体操」
　　　　　茨城県歯科医師会　藤田かおり

・１０月１５日：敬老福祉大会
　河内町発展に尽力された高齢者の皆様に感謝と敬意を表し、多年の経験を
生かし、地域社会の建設に協力を求め、真に生きがいのある老後を、明るく楽
しく過ごすことのできる高齢者福祉の増進を図る目的で行っている。

・２月２３日：高齢者講演会
　　「河内町の現状と将来について」
　　　　　河内町長　雜賀正光
　　「生命エネルギーを高めよう」
　　　　　医学博士　久米　清



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

③行政運営における情報化の推進

(１)行政情報のインターネット公開及び利用促進

　ホームページを活用した積極的な行政情報の公開及び住民の利便性の向上
の推進

平成27年度
【秘書広聴課】
・町ホームページへのアクセス数：８２，０８８回
・広報紙への掲載
　　宝くじ振興協会　５０，０００円×２回＝１００，０００円

秘書広聴課 全課



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

(２)情報公開条例及び個人情報保護条例の適正な運用

　情報公開条例に基づく適正な情報の公開及び個人情報保護条例に基づく情
報管理の徹底

平成27年度
【総務課】
・情報公開実施状況：１件
・個人情報開示実施状況：１件

総務課 全課



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

④財政運営の健全化

(１)使用料・手数料の見直し

各種諸証明手数料、公共施設使用料、一般廃棄物処理手数料等

平成27年度
【秘書広聴課】
　職員駐車場の料金徴収について検討します。

全課



推進事項

内容

実績概要

問題・改善点

主管課 関連課

(２)財源の確保

　徹底したコスト削減、事務事業等の見直しをはじめ、新たな収入財源等の検
討及び財源の確保

平成27年度
【経済課】
　ふるさとづくり事業（かわちフェスタ）に係る事業内容の見直しや事業運営の効
率化を推進したことにより、事業費のコスト縮減が図れました。

【町民課】
・収納率向上による財源を確保するため、高額滞納者への差押等を実施しまし
た。
　　差押１１０件（給与３件、債権４１件、預貯金６０件、不動産６件）

全課


